農用地区域からの除外・転用の手続きについて

各市町村では、限りある優良農地の確保を図るため、「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき農用地区域が設けられています。
農用地区域内の農地を住宅などに転用する場合には、農用地区域からその農地を除外したうえで、農地法による転用許可を受ける必要があります。
　農用地区域からの除外・転用の手続き　
農用地区域から除外して転用するためには、本市で定めている農業振興地域整備計画を変更することが必要となりますが、変更には概ね５年ごとに計画全体の総合的な見直しに伴う変更(全体見直し)と、随時に行う変更(個別見直し)の２種類があります。
　農用地区域からの除外要件　
農用地区域からの除外については、限りある優良農地を確保するという観点から、次のすべての要件を満たし、具体的な転用計画や土地利用に関する計画が明らかであり、かつ必要緊急性が認められる場合に限りますので、ご注意ください。

なお、受理された案件であっても、市協議会や県協議の段階で認められない場合もございますので、あらかじめご了承ください。
　随時に行う変更(個別見直し)について　
除外の申出は、５月と１１月の年２回受付しますので、下記書類を整理のうえ提出ください。

　　※提出書類の様式、申請時期等の関連がありますので、事前にご連絡をお願いします。
	お問い合わせ、ご連絡先

 水俣市産業建設部

　農林水産課農業振興係
TEL0966(61)1634(直通)
　　FAX0966(63)5547


　農用地区域除外までの流れ　
	　・申請書提出
　・関係課調整、関係機関意見聴取
　・市協議会
　・県事前協議 
　・県事前協議結果の回答
　・計画変更案公告・縦覧（３０日間）
　・異議申出期間（１５日間）
　・県法定協議
　・県同意
　・計画変更公告
　・除外をした旨の通知
	　５月申請　１１月申請
　５月　　　１１月 
　５月　　　１１月 
　６月　　　１２月 
　７月　　　　１月 
　８月　　　　２月 
　９月　　　　３月 
　９月　　　　３月 
１０月　　　　４月 
１１月　　　　５月 
１１月　　　　５月 

	↓
　　農地転用許可申請手続き（農業委員会へ）　　転用申請
　　　　　　　　　　　　　標準事務処理期間　約６週間　 ↓
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　転用許可


①農用地区域以外に代替すべき土地がない。�②農用地区域の集団性が保たれること。�③農用地区域への利用上の支障がないこと。�④周辺の土地利用の混在が生じないこと。�⑤土地改良事業等の工事が行われた場合、完了した年度の翌年度から起


算して８年以上経過した土地であること。
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（添付書類）①申請地の登記簿謄本


②利用計画図


③現況図


④その他必要な書類








